
平成 31 年度石狩浜海水浴場賑わい創出業務 
公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１．業務の概要 

（１）業務の名称 

平成 31 年度石狩浜海水浴場賑わい創出業務委託 

 

（２）業務の目的 

石狩浜海水浴場「あそびーち石狩」は、札幌圏に位置する唯一の海水浴場として多く

の利用者に親しまれているが、近年は全国的な海離れやレジャーの多様化などの影響を

受けて、来場者数は減少傾向にある。本業務は、新たな海水浴場の楽しみ方や公共が運

営する海水浴場としての意義を追求するために、創意工夫により賑わいを創出すること

を目的とする。なお、業務の実施に当たっては、高度な専門知識やノウハウを活用した

優れた提案を得るため、受託者を公募型プロポーザル方式で選定するものとする。 

 

（３）業務内容 

「平成 31 年度石狩浜海水浴場賑わい創出業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）に

記載しているとおりとする。ただし、契約時における仕様は、契約候補者として選定さ

れた企業提案内容に応じて仕様を変更することがある。 

 

（４）予算額 

2,000,000 円 

※この金額は消費税及び地方消費税を含む額である。また、契約時の予定価格を示すもの

ではなく、本業務の規模を示すものである。 

 

（５）業務（委託）期間 

  平成 31 年５月（契約締結日）から平成 31 年８月 31 日（土）まで 

  

 

２．参加資格要件 

  本手続に参加できるものは、次に掲げる全ての要件を満たしている者とする。 

（１）他地域の観光協会又は国、地方公共団体が発注する「イベント運営業務」を受託

した実績があること。 

 

（２）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき更生手続の申立てがなされ

ている者（会社更生法にあっては更生手続開始の決定、民事再生法にあっては再生手

続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと等、経営状態が著しく不健全でない

者であること。 

 

（３）会社法（平成 17 年法律第 86 号）に基づく会社、特定非営利活動促進法（平成 10 年

法律第７号）に基づく特定非営利法人又はその他の法人であって、委託事業を的確に

遂行するに足る能力を有する者（宗教法人及び政治活動を主たる目的とする団体並び

に石狩市暴力団の排除に関する条例（平成 25 年石狩市条例第 20 号）第２条第１項に

規定する暴力団及び同条３号に規定する暴力団関係事業者を除く。）であること。  



 

（４）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者で

あること。 

 

（５）提案書の提出日において、国税（法人税及び消費税及地方消費税）の滞納がないこ

と。 

 

（６）    提案書の提出日において、石狩市又は本社所在地における法人市民税（特別区に

あっては都民税）の滞納がないこと。 

 

（７）北海道内に本店、支店又は営業所を有すること。 

 

 

３．契約方法 

     提出された企画提案書と提案者からのプレゼンテーションの内容を審査する「審査委員

会」を開催し、評価が優れている事業者を第１優先契約候補者として選定し、随意契約に

より委託契約を締結する。なお、第１優先契約候補者に選定された事業者が辞退した場合、

もしくは２の参加資格要件を満たさなくなった場合は、次点者を第２優先契約候補者に選

定し、契約の交渉を行うこととする。 

  なお、参加提案者が１者の場合にあっても審査を実施し、その提案内容が審査基準を満

たすと認められる場合は、その事業者を契約候補者として選定し、随意契約により委託契

約を締結する。 

   

 

４．参加表明書に関する事項 

（１）提出書類   

 ① 参加書類受理票＜第１号様式＞ 

 ② 参加表明書 ＜第２号様式＞ 

③ ２（１）の要件に係る「業務経歴書①」＜第３号様式＞（年度、発注者、業務名、

契約金額、担当者名を記載し、契約書の写し、業務の概要がわかるものを添付するこ

と。） 

④ 登記簿謄本（写し可）・・・申請時において３ヶ月以内のもの 

⑤ 平成 31・32 年度石狩市競争入札参加資格者登録名簿に登載されていない者の場合、

次に掲げる書類 

   a 商号登記していない個人にあっては、身分証明書（本籍地の市役所等が発行する

もの）又は登記されていないことの証明書（法務局で発行） 

   b 財務諸表（貸借対照表及び損益計算書）（直近２年度決算分） 

   c 国税の納税証明書（法人税及び消費税及地方消費税） 

   d  市税の納税証明書（法人市民税）（直近２年度分） 

※a、c、d に掲げる書類については、申請時において３ヶ月以内であるものとし、写

しによる提出を認める。また、c、d に掲げる書類については、納税証明書に記載され

ている未納額が０円であるものに限る。 

（２）提出期限  平成 31 年４月 19 日（金）午後５時まで（持参、郵送ともに必着） 

（３）提出場所  「10．担当部署」に提出すること。 

（４）提出方法  持参又は郵送（配達記録、簡易書留、書留のいずれかに限る） 

 



（５）参加事業者の決定  

   提出のあった参加表明書等を審査のうえ参加事業者を決定し、参加表明のあった事

業者に対し、審査結果を平成 31 年５月中旬に電子メールにて通知する。 

  

５．質疑の受付と回答 

（１）提出書類  質問・回答書＜第４号様式＞を使用した文章によるものとする。 

（２）提出方法  電子メールでのみ受付 

（E‐mail:unjouya@muse.ocn.ne.jp> 

（３）受付期間  平成 31 年４月 22 日（月）午後５時まで（必着） 

（４）回答方法  質問に対する回答は参加事業者全員に電子メールにて通知する。 

 

 

６．企画提案書に関する事項 

＜第５号様式＞に、次の項目を内容とする企画提案書を添付して提出すること。なお、

企画提案書に使用する言語は日本語、通貨は日本円とし、用紙はＡ４版で、全体で 10 ペー

ジ以内（表紙は含めない）とすること。 

①  提案書等受理票＜第５号様式＞ 

②  企画提案書＜任意様式＞ 

 仕様書の業務内容に掲げる各事項全てについて、具体的な提案をするとともに、業

務の実施手順及び実施体制、業務スケジュールを記載すること。 

 本事業に関する基本的な考え方を記載すること。 

 本業務の管理責任者及び担当者の業務経歴を記載すること。 

③  業務見積書及び内訳書＜任意様式＞ 

④  事業者概要書＜第６号様式＞ 

⑤  業務経歴書②＜第７号様式＞ 

（２）提出期限  平成 31 年５月７日（火）午後５時まで（持参、郵送ともに必着） 

（３）提出場所  「10．担当部署（書類提出先・問合せ先）」に提出すること。 

（４）提出方法  持参又は郵送（配達記録、簡易書留、書留のいずれかに限る） 

（５）提出部数  正本１部（事業者名の記載あり）、副本 10 部（事業者名の記載なし） 

 

 

７．審査方法 

（１）契約候補者の選定 

 参加資格の審査、企画提案書の審査、評価、選定及びその他本プロポーザルに係る庶務

は、観光協会職員と海水浴場の運営関係者で構成する「石狩浜海水浴場賑わい創出業務公

募型プロポーザル審査委員会」（以下「審査会」という。）を設置して行う。 

企画提案書の提出を受けた後にプロポーザルを行い、評価が最も優れている事業者を第

１優先契約候補者として選定する（次点者も決定する。）。 

なお、本プロポーザルに参加した他の参加者の情報、選定結果、評価点は公開しない。

選定結果については、提案者全員に対し自己の結果のみ通知する 

評価の詳細・評価点・審査の経緯及びその内容は公開しない。また審査及び結果に関す

る質問や異議は受け付けないものとする。 

また、応募が多数の場合（５件を超える場合を想定）は、書類による１次審査を実施し、

１次審査を通過した参加者のみヒアリングを実施する場合がある。その際には、１次審査

結果を提案者全員に通知する。 

 



（２）プレゼンテーション 

 企画提案内容を確認するため、プレゼンテーション及び審査委員からの質疑応答を行う。 

①  実施日時  平成 31 年５月９日（木）※予定 

②  実施場所  別途通知（石狩市内） 

③  企画提案の説明及びヒアリング 

１者あたり 30 分程度（プレゼンテーション：20 分、質疑応答：10 分程度）を予定。 

④  審査項目 

 

⑤  その他 

   会場には、ノートパソコン（windows）、プロジェクター及びスクリーンを用意する

が、参加者がパソコンを持参することは可能である。 

   ヒアリング日時及び開始時間については別途連絡する。 

 

（３）審査結果 

審査結果は、プレゼンテーション参加者に対し、書面「企画提案書の審査結果につい

て」＜第８号様式＞にて通知する。また、書面の通知と併せて電子メールにて通知する。 

 

 

審査項目 内容 配点 審査の視点 

業務遂行能力 

企業の規模 ５ 会社の規模、経営状況が適正か 

企業の業務内容及び実

績 

５ 同様のイベント等を含め、道の

駅等公共施設オープニングにあ

たりメディアを通じたプロモー

ション事業に関する受託業務の

実績の有無 

業務実施体制 ５ 業務を実施する上で必要な体制、

技術者の資格、経験、専門知識 

本委託業務に係る概算

経費 

10 概算経費の妥当性 

業務理解度 業務の実施方針 10 本業務を適切に理解しているか。 

工程計画 工程計画・業務フロー 10 業務フロー及び工程は適正か。 

特定テーマ 

石狩浜海水浴場に賑わ

いを創出する事業に関

する業務 

20 提案が具体的かつ適当である上、

期待する成果が得られる。 

キッズパークの実施に

関する業務 

20 提案が具体的かつ適当である上、

期待する成果が得られる。 

広報に関する業務 ５ 提案が具体的かつ適当である上、

期待する成果が得られる。 

プレゼン能力 
プレゼンテーションの

適正について 

５ 分かりやすい説明であったか。質

疑に的確に回答できたか。 

その他 

その他提案について ５ 提案が具体的かつ適当である上、

期待する成果が長期的に得られ

る。 

合計  100  



８．スケジュール 

参加表明書の提出期間 平成 31 年４月 12 日（金）～４月 19 日(金)  

午後５時（必着） 

質問期限 平成 31 年４月 22 日（月） 

午後５時（必着） 

企画提案書等の提出期間 平成 31 年５月７日（火） 

午後５時（必着） 

プレゼンテーション審査 平成 31 年５月９日（木）を予定 

結果通知 審査後７日以内 

契約手続き 平成 31 年５月中旬を予定 

 

 

９．その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。  

（２）企画提案に要する全ての費用は、提案者の負担とする。 

（３）次の条件のいずれかに該当する場合は、審査の対象から除外する。 

①  企画提案書の内容に虚偽の内容が記載されている場合 

②  企画提案書に記載がない事項に関する提案が含まれている場合 

③  関係者に対して工作等不当な活動を行ったと認められる場合 

④  企画提案書が定められた提出方法、提出先、提出期限に適合しない場合 

（４）提出期限以降の企画提案書の差し替え又は再提出は認めない。 

（５）参加者から提案された関係書類は返却しない。 

（６）参加者から提出された企画提案書は当該審査以外で提案者に無断で使用しない。  

（７）提出された企画提案書の機密保持には十分配慮する。 

（８）参加表明書又は企画提案書後に辞退する場合には、辞退理由等を記載した辞退届＜

第９号様式＞を提出すること。辞退することによって、今後の石狩市との契約等に不

利益な取扱いをするものではない。 

 

10．担当部署 

一般社団法人石狩観光協会（担当：菅野、髙梨） 

 〒061-3377  石狩市親船町 107 番地 

 TEL    ：0133‐62‐4611 

 FAX    ：0133‐62‐4624 

 E-mail ：unjouya@muse.ocn.ne.jp 


